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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次

第38期

第２四半期

累計期間

第39期

第２四半期

累計期間

第38期

第２四半期

会計期間

第39期

第２四半期

会計期間

第38期

会計期間
自　平成21年１月１日

至　平成21年６月30日

自　平成22年１月１日

至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日

自　平成21年１月１日

至　平成21年12月31日

売上高 （百万円） 14,138 13,166 8,649 6,901 25,853

経常利益 （百万円） 963 959 624 358 1,559

四半期（当期）純利益 （百万円） 561 472 380 106 902

持分法を適用した場合の
投資利益

（百万円） － － － － －

資本金 （百万円） － － 3,395 3,395 3,395

発行済株式総数 （千株） － － 24,182 24,182 24,182

純資産額 （百万円） － － 19,885 19,513 19,637

総資産額 （百万円） － － 25,359 25,048 24,504

１株当たり純資産額 （円） － － 871.20 876.80 866.07

１株当たり四半期（当
期）純利益金額

（円） 24.51 20.93 16.62 4.74 39.50

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額

（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） 14.00 10.00 14.00 10.00 28.00

自己資本比率 （％） － － 78.4 77.9 80.1

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（百万円） 5,167 1,047 － － 6,001

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（百万円） △58 389 － － 132

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（百万円） △1,761 △576 － － △2,145

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（百万円） － － 8,050 9,551 8,690

従業員数 （名） － － 709 689 703

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい非連結子会社であ

るため、記載を省略しております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４　従業員数は、就業人員数を記載しております。

５　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等の推移に

ついては、記載しておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社スペース(E04902)

四半期報告書

 2/31



　

２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の

内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の事業においても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間における、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。

　

新たに関係会社となった会社

　

名称 住所

資本金

又は出資金

(千円)

主要な事業の内容

議決権の所有

又は被所有割合

(％)

関係内容

（非連結子会社） 　 　 　 　 　

　仕碧空間工程設計諮詢

(上海)有限公司
中華人民共和国上海市 30,000商業施設企画・設計 100.0役員の兼任 ４名

(注)　平成22年４月29日に子会社を設立しております。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1)　提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名) 689　

(注)　従業員数は就業人員数を記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当社は、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績は記載しておりません。

　

(2)　受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績を制作品別に示すと、次のとおりであります。

　

制作品別区分 　受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
　受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

新装工事 2,791,797 △35.6 614,837 △16.5

改装工事 1,668,283 △12.1 137,165 △18.8

建築工事 16,470 － － －

環境・演出・展示工事 32,556 64.8 22,110 1,654.8

企画・設計・監理 323,362 190.7 156,967 1.7

その他 639,274 59.3 196,331 56.3

合計 5,471,745 △19.1 1,127,411 △5.0

(注) 　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

当第２四半期会計期間における売上高実績を制作品別及び市場分野別に示すと、次のとおりでありま

す。

ａ．制作品別売上高

　

制作品別区分 　売上高(千円) 前年同四半期比(％)

新装工事 3,784,283 △33.8

改装工事 2,048,449 △10.9

建築工事 16,470 －

環境・演出・展示工事 34,291 9.5

企画・設計・監理 365,927 83.3

その他 652,564 61.5

合計 6,901,986 △20.2

(注) 　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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ｂ．市場分野別売上高

　

市場分野別区分 　売上高(千円) 前年同四半期比(％)

百貨店・量販店 1,549,640 △44.5

複合商業施設 374,985 △13.4

食料品店・飲食店 1,043,807 △0.8

衣料専門店 1,265,669 △21.8

各種専門店 1,908,628 △13.4

コンビニエンスストア 492,327 10.5

サービス等 194,732 507.0

余暇施設 72,195 1.2

合計 6,901,986 △20.2

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、新興国を中心とした海外経済の改善を受け、製造業に続

き非製造業においても回復の兆しが見えましたが、本格的な回復には至っておらず雇用情勢は依然とし

て厳しく、先行きに不透明感が強く残っております。

当社の属するディスプレイ業界におきましても、企業収益の改善が見られたものの設備投資や個人消

費は回復には至っておらず引き続き設備投資は抑制傾向で推移し、回復の足取りは重い状況となりまし

た。

このような厳しい状況の中、当社はお客様のニーズに合わせた柔軟な組織体制で、当社の総合力を活か

した高いサービスを提案し、業務の発生に努めてまいりました。

この結果、当第２四半期会計期間の売上高は69億１百万円（前年同四半期比20.2％減）、営業利益は３

億58百万円（前年同四半期比42.6％減）、経常利益は３億58百万円（前年同四半期比42.5％減）、四半期

純利益は１億６百万円（前年同四半期比72.0％減）となりました。

　

市場分野別の業績は次のとおりであります。

ａ．百貨店・量販店

百貨店・量販店分野では、大型商業施設及び量販店の出店や改装工事等があり、受注をいただくこと

が出来ましたが、設備投資は抑制傾向にあり前第２四半期会計期間に比べ売上高は減少いたしました。

この結果、当分野の当第２四半期会計期間売上高は15億49百万円（前年同四半期比44.5％減）とな

りました。

ｂ．複合商業施設

複合商業施設分野では、開発営業に力を入れて、企画・設計及び監理等の受注をいただくことが出来

ましたが、前第２四半期会計期間に比べ売上高は減少いたしました。

この結果、当分野の当第２四半期会計期間売上高は３億74百万円（前年同四半期比13.4％減）とな

りました。

ｃ．食料品店・飲食店

食料品店・飲食店分野では、お客様の出店計画に基づいた大型商業施設及び量販店への出店があり、

受注をいただくことが出来ましたが、前第２四半期会計期間に比べ売上高は減少いたしました。

この結果、当分野の当第２四半期会計期間売上高は10億43百万円（前年同四半期比0.8％減）となり

ました。

ｄ．衣料専門店

衣料専門店分野では、お客様の出店計画に基づいた大型商業施設及び量販店への出店があり、受注を

いただくことが出来ましたが、前第２四半期会計期間に比べ売上高は減少いたしました。

この結果、当分野の当第２四半期会計期間売上高は12億65百万円（前年同四半期比21.8％減）とな

りました。

ｅ．各種専門店

各種専門店分野では、大型商業施設及び量販店への出店があったものの、お客様の受注競争の激化等

により、前第２四半期会計期間に比べ売上高は減少いたしました。

この結果、当分野の当第２四半期会計期間売上高は19億８百万円（前年同四半期比13.4％減）とな

りました。
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ｆ．コンビニエンスストア

コンビニエンスストア分野では、お客様の出店計画によるスクラップ＆ビルドや既存店舗の立地移

転等の受注をいただくことが出来たため、前第２四半期会計期間に比べ売上高は増加いたしました。

この結果、当分野の当第２四半期会計期間売上高は４億92百万円（前年同四半期比10.5％増）とな

りました。

ｇ．サービス等

サービス等分野では、設備投資の抑制傾向が続いている中、ショールーム及び展示会什器等の受注を

いただくことが出来たため、前第２四半期会計期間に比べ売上高は増加いたしました。

この結果、当分野の当第２四半期会計期間売上高は１億94百万円（前年同四半期比507.0％増）とな

りました。

ｈ．余暇施設

余暇施設分野では、生活防衛意識の高まりから設備投資の抑制傾向は続いておりますが、アミューズ

メント施設等の受注をいただくことが出来たため、前第２四半期会計期間に比べ売上高は増加いたし

ました。

この結果、当分野の当第２四半期会計期間売上高は72百万円（前年同四半期比1.2％増）となりまし

た。

　

(2)　財政状態の分析

（資産）

当第２四半期会計期間末における総資産は250億48百万円（前事業年度比５億44百万円の増加）と

なりました。その主な要因は、完成工事未収入金が２億５百万円、有形固定資産の土地が１億39百万円

減少したものの、現金及び預金が７億60百万円、受取手形が２億87百万円、未成工事支出金が１億80百

万円それぞれ増加したことによるものです。

（負債）

当第２四半期会計期間末における負債合計は55億34百万円（前事業年度比６億68百万円の増加）と

なりました。その主な要因は、工事未払金が３億39百万円、未払法人税等が２億61百万円、賞与引当金が

１億47百万円それぞれ増加したことによるものです。

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産は195億13百万円（前事業年度比１億23百万円の減少）と

なりました。その主な要因は、利益剰余金が１億54百万円増加したものの、自己株式の取得による２億

58百万円が減少したことによるものです。
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(3)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は第１四半期会計期

間末に比べ10億７百万円増加し、95億51百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間における営業活動の結果得られた資金は、10億円（前年同四半期は15億78百

万円の収入）となりました。これは主に、仕入債務が13億80百万円減少したものの、売上債権が13億９

百万円及びたな卸資産が９億２百万円増加したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間における投資活動の結果得られた資金は、２億84百万円（前年同四半期は35

百万円の支出）となりました。これは主に、関係会社出資金の払込30百万円の支出により減少したもの

の、定期預金の払戻により３億円増加したことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間における財務活動の結果使用した資金は、２億78百万円（前年同四半期は64

百万円の支出）となりました。これは主に、自己株式の取得による支出２億58百万円と配当金の支払額

19百万円によるものです。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,669,200

計 40,669,200

　

②　【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)

(平成22年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年８月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 24,182,109 24,182,109

東京証券取引所（市
場第二部）名古屋証
券取引所（市場第二
部）

単元株式数は100株
であります。

計 24,182,109 24,182,109－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 
(千円)

資本金残高
 
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

 
平成22年４月１日

～
平成22年６月30日

 

─ 24,182 ─ 3,395,537 ─ 3,566,581
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(6) 【大株主の状況】

平成22年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

スペース従業員持株会 東京都中央区日本橋人形町３－９－４ 3,030 12.53

加藤千寿夫 東京都中央区 2,138 8.84

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,095 4.52

スペース取引先持株会 東京都中央区日本橋人形町３－９－４ 1,015 4.19

若林　弘之 東京都渋谷区 1,008 4.17

資産管理サービス信託銀行株式
会社

東京都中央区晴海１－８－12 844 3.49

若林　俊一 愛知県名古屋市東区 622 2.57

後藤　廣高 愛知県名古屋市千種区 616 2.54

若林　幸子 東京都中央区 601 2.48

高津　伸生 愛知県名古屋市千種区 591 2.44

計 － 11,562 47.81

(注) １　上記所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　　　資産管理サービス信託銀行株式会社（年金信託口）　　　　　884千株

２　上記大株主の状況欄には、当社が所有する自己株式を除いております。当社は自己株式を1,926千株所有してお

り、発行済株式総数に対する割合は7.96％であります。

３　みずほ信託銀行株式会社及びその共同保有者であるみずほ投信投資顧問株式会社から平成21年２月６日付の

大量保有報告書の送付があり、平成21年１月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりま

すが、当社としては実質所有状況の把握ができておりません。

　　大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 1,060 4.39

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田３－５－27 162 0.67
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式
（単元株式数は100株）

普通株式 1,926,100

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,152,700 221,527 同上

単元未満株式 普通株式 103,309 － 同上

発行済株式総数 　 24,182,109 － －

総株主の議決権 － 221,527 －

(注)　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権40個）含まれ

ております。

　

②　【自己株式等】

平成22年６月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 東京都中央区日本橋 　 　 　 　

株式会社スペース 人形町３-９-４ 1,926,100 － 1,926,100 7.96

計 － 1,926,100 － 1,926,100 7.96

(注)　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が500株（議決権５個）あります。なお、

当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含めております。
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 628 593 609 649 640 717

最低(円) 578 551 558 608 576 617

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。

(1)　新任役員

該当事項はありません。

　

(2)　退任役員

該当事項はありません。

　

(3)　役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 　 取締役 制作計画本部長 高津　伸生 平成22年４月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）第２条に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）により作成しております。

なお、前第２四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第２四半期累計期

間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四

半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年１月

１日から平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年４月１日

から平成21年６月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）

に係る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び

当第２四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について

は、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第

２項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から

見て、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程

度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　

①　資産基準 0.4％

②　売上高基準 1.9％

③　利益基準 0.5％

④　利益剰余金基準 1.0％

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１　【四半期財務諸表】
(1)　【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期
会計期間末

(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,572,741 8,811,861

受取手形 1,299,357 1,011,749

完成工事未収入金 2,671,720 2,876,826

未成工事支出金 ※２
 1,265,639 1,085,291

材料及び貯蔵品 5,237 5,630

その他 307,601 193,041

貸倒引当金 △37,138 △62,465

流動資産合計 15,085,159 13,921,934

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 2,565,322

※１
 2,656,003

土地 5,112,390 5,251,899

その他（純額） ※１
 111,464

※１
 138,441

有形固定資産合計 7,789,178 8,046,344

無形固定資産 304,795 338,265

投資その他の資産

その他 1,891,156 2,231,219

貸倒引当金 △21,474 △33,525

投資その他の資産合計 1,869,682 2,197,693

固定資産合計 9,963,655 10,582,303

資産合計 25,048,814 24,504,238

負債の部

流動負債

工事未払金 1,135,707 796,143

短期借入金 805,000 805,000

未払法人税等 462,987 201,800

賞与引当金 219,438 71,490

完成工事補償引当金 27,639 20,685

受注損失引当金 ※２
 37,126 75,430

その他 704,817 771,708

流動負債合計 3,392,715 2,742,258

固定負債

退職給付引当金 1,809,468 1,802,038

役員退職慰労引当金 331,825 322,140

その他 900 －

固定負債合計 2,142,193 2,124,178

負債合計 5,534,909 4,866,436
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(単位：千円)

当第２四半期
会計期間末

(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,395,537 3,395,537

資本剰余金 3,566,805 3,566,821

利益剰余金 14,351,742 14,196,790

自己株式 △1,550,147 △1,291,614

株主資本合計 19,763,937 19,867,534

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △250,031 △229,732

評価・換算差額等合計 △250,031 △229,732

純資産合計 19,513,905 19,637,801

負債純資産合計 25,048,814 24,504,238
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(2)　【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高

完成工事高 14,138,817 13,166,818

売上原価

完成工事原価 12,476,087 11,536,066

売上総利益 1,662,730 1,630,751

販売費及び一般管理費 ※１
 704,310

※１
 669,098

営業利益 958,419 961,652

営業外収益

受取利息 5,131 2,098

受取配当金 9,426 9,427

受取保険金 16,860 －

その他 3,909 6,782

営業外収益合計 35,327 18,308

営業外費用

支払利息 7,065 6,084

売上割引 17,830 11,491

その他 5,826 2,824

営業外費用合計 30,722 20,400

経常利益 963,023 959,561

特別利益

固定資産売却益 － 7,679

貸倒引当金戻入額 － 21,094

その他 － 99

特別利益合計 － 28,873

特別損失

固定資産除売却損 826 237

投資有価証券評価損 564 －

減損損失 － ※２
 135,454

特別損失合計 1,390 135,692

税引前四半期純利益 961,633 852,742

法人税、住民税及び事業税 496,487 416,659

法人税等調整額 △96,010 △36,315

法人税等合計 400,477 380,344

四半期純利益 561,155 472,398
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【第２四半期会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高

完成工事高 8,649,803 6,901,986

売上原価

完成工事原価 7,671,339 6,194,278

売上総利益 978,464 707,707

販売費及び一般管理費 ※１
 352,682

※１
 348,816

営業利益 625,781 358,891

営業外収益

受取利息 1,555 255

受取配当金 8,489 8,662

その他 1,379 2,734

営業外収益合計 11,424 11,652

営業外費用

支払利息 2,931 3,034

売上割引 8,780 6,468

その他 1,396 2,463

営業外費用合計 13,108 11,966

経常利益 624,097 358,577

特別利益

固定資産売却益 － 6,266

貸倒引当金戻入額 － 14,166

投資有価証券評価損戻入益 2,579 9,025

その他 － 99

特別利益合計 2,579 29,558

特別損失

固定資産除売却損 645 116

減損損失 － ※２
 135,454

特別損失合計 645 135,570

税引前四半期純利益 626,031 252,565

法人税、住民税及び事業税 261,929 125,561

法人税等調整額 △16,071 20,474

法人税等合計 245,858 146,036

四半期純利益 380,173 106,528
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(3)　【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 961,633 852,742

減価償却費 176,192 145,172

減損損失 － 135,454

貸倒引当金の増減額（△は減少） 889 △37,378

賞与引当金の増減額（△は減少） 205,561 147,947

退職給付引当金の増減額（△は減少） 119,125 7,430

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7,435 9,685

その他の引当金の増減額（△は減少） △109,281 △31,350

受取利息及び受取配当金 △14,557 △11,525

支払利息 7,065 6,084

売上債権の増減額（△は増加） 4,948,784 △82,502

たな卸資産の増減額（△は増加） △543,768 △179,953

仕入債務の増減額（△は減少） 381,742 339,563

固定資産除売却損益（△は益） 826 △7,441

投資有価証券評価損益（△は益） 564 －

その他 △405,155 △94,225

小計 5,722,187 1,199,702

利息及び配当金の受取額 14,526 10,700

利息の支払額 △5,791 △5,929

法人税等の支払額 △563,309 △156,944

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,167,612 1,047,529

投資活動によるキャッシュ・フロー

関係会社出資金の払込による支出 － △30,000

定期預金の払戻による収入 200,000 400,000

有形固定資産の取得による支出 △298,168 △718

有形固定資産の売却による収入 － 29,616

無形固定資産の取得による支出 △60,831 △8,884

その他 100,418 △185

投資活動によるキャッシュ・フロー △58,580 389,828

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,375,000 －

配当金の支払額 △320,893 △317,389

自己株式の取得による支出 △65,132 △259,129

自己株式の売却による収入 － 42

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,761,025 △576,477

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,348,006 860,880

現金及び現金同等物の期首残高 4,702,151 8,690,861

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 8,050,157

※１
 9,551,741
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第18号　平成19年12月27日）の適用に伴い、当第１四半期会計期間に着手した工事契約から、当第２四半

期会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗度の

見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　これにより、従来の方法によった場合と比べ、当第２四半期累計期間に係る完成工事高は110,693千円増加し、売上

総利益、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益は、それぞれ11,002千円増加しております。
　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）及び当第２四半期会計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

　

当第２四半期累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

（固定資産の減価償却の算定方法）

　定率法を採用している資産については、当事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によって

おります。

 
（繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法）

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著

しい変化が無いと認められる場合に、前事業年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを

利用する方法によっております。
　

　

【追加情報】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　

当第２四半期会計期間末

(平成22年６月30日)

前事業年度末

(平成21年12月31日)

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 1,321,417千円

 

※２　損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金
と受注損失引当金は、相殺せず両建てで表示してお
ります。

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支
出金のうち、受注損失引当金に対応する額は44,587
千円であります。

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 1,289,167千円

 

―

　 　

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年６月30日)

当第２四半期累計期間

(自　平成22年１月１日

　至　平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

給与手当 237,289千円

賞与引当金繰入額 36,901千円

役員退職慰労引当金繰入額 9,625千円

退職給付費用 40,877千円

貸倒引当金繰入額 8,644千円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

給与手当 261,933千円

賞与引当金繰入額 33,033千円

役員退職慰労引当金繰入額 9,685千円

退職給付費用 29,262千円

 

－ ※２　減損損失

　　　当第２四半期累計期間において、当社は以下の資産
について減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類
金額

(千円)

東京都

中央区

遊休

資産
土地 135,454

　　(経緯)

　　　上記の遊休資産は遊休状態であり、地価が著しく下
落したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失として特別損失に計上いた
しました。

　　(グルーピングの方法)

　　　当社は、各本部別に資産をグルーピングしておりま
す。なお、遊休資産におきましては、個別にグルーピ
ングしております。

　　(回収可能価額の算定方法)

　　　回収可能価額は正味売却価額により測定しており、
不動産鑑定評価基準に準じて評価しております。
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第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

当第２四半期会計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

給与手当 129,500千円

賞与引当金繰入額 6,868千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,812千円

退職給付費用 20,752千円

貸倒引当金繰入額 21,350千円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

給与手当 153,622千円

賞与引当金繰入額 4,124千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,767千円

退職給付費用 14,664千円

 

－ ※２　減損損失

　　　当第２四半期会計期間において、当社は以下の資産
について減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類
金額

(千円)

東京都

中央区

遊休

資産
土地 135,454

　　(経緯)

　　　上記の遊休資産は遊休状態であり、地価が著しく下
落したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失として特別損失に計上いた
しました。

　　(グルーピングの方法)

　　　当社は、各本部別に資産をグルーピングしておりま
す。なお、遊休資産におきましては、個別にグルーピ
ングしております。

　　(回収可能価額の算定方法)

　　　回収可能価額は正味売却価額により測定しており、
不動産鑑定評価基準に準じて評価しております。

 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年６月30日)

当第２四半期累計期間

(自　平成22年１月１日

　至　平成22年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残
高と当第２四半期貸借対照表に掲記されている科
目の金額との関係（平成21年６月30日現在）

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残
高と当第２四半期貸借対照表に掲記されている科
目の金額との関係（平成22年６月30日現在）

　

現金及び預金勘定 8,171,157千円

預金期間が３か月を超える定
期預金

△121,000千円

現金及び現金同等物 8,050,157千円

　

　

現金及び預金勘定 9,572,741千円

預金期間が３か月を超える定
期預金

△21,000千円

現金及び現金同等物 9,551,741千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末（平成22年６月30日）及び当第２四半期累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成

22年６月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類

当第２四半期

会計期間末

(株)

　普通株式 24,182,109

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類

当第２四半期

会計期間末

(株)

　普通株式 1,926,168

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月30日
定時株主総会

普通株式 317,446 14平成21年12月31日平成22年３月31日利益剰余金

　

(2)　基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年８月６日
取締役会

普通株式 222,559 10平成22年６月30日平成22年９月16日利益剰余金

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のもの

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っておりますが、当四半期会計期間末

におけるリース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりませ

ん。

　

(有価証券関係)

当社の所有する有価証券は、事業の運営において重要なものとなっておりますが、四半期貸借対照表

計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末
(平成21年12月31日)

　

１株当たり純資産額 876円80銭

　

　

１株当たり純資産額 866円07銭

　
　 　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末
(平成21年12月31日)

純資産の部の合計額（千円） 19,513,905 19,637,801

普通株式に係る純資産額（千円） 19,513,905 19,637,801

普通株式の発行済株式数（千株） 24,182 24,182

普通株式の自己株式数（千株） 1,926 1,507

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株）

22,255 22,674

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期累計期間

　
前第２四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

　

１株当たり四半期純利益金額 24円51銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－

　

　

１株当たり四半期純利益金額 20円93銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－

　
　 　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載をしておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額算定上の基礎

項目
前第２四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益（千円） 561,155 472,398

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 561,155 472,398

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,896 22,571
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第２四半期会計期間

　
前第２四半期会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

　

１株当たり四半期純利益金額 16円62銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－

　

　

１株当たり四半期純利益金額 4円74銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－

　
　 　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額算定上の基礎

項目
前第２四半期会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益（千円） 380,173 106,528

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 380,173 106,528

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,875 22,494
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(重要な後発事象)

　

当第２四半期会計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

（自己株式の取得）

　平成22年５月31日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156

条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

　なお、平成22年７月８日をもって、当該決議に基づく自己株式の取得は終了いたしました。

１．自己株式の取得を行なう理由

　　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため。

２．取得に係る事項の内容

　 (1) 取得対象株式の種類　　当社普通株式

　 (2) 取得し得る株式の総数　200,000株（上限）

　 (3) 株式の取得価額の総額　150,000,000円（上限）

　 (4) 取得期間　　　　　　　平成22年６月１日から平成22年７月31日（約定ベース）

　 (5) 取得方法　　　　　　　信託方式による市場買付

３．取得結果

　 (1) 取得した株式の総数　　200,000株（上限）

　 (2) 株式の取得価額の総額　136,389,400円

　　上記のうち、平成22年７月１日から平成22年７月８日までに取得したのは、82,400株（58,249,500円）となりま

す。
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２ 【その他】

第39期（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで）中間配当については、平成22年８月６日開催の

取締役会において、平成22年６月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行

なうことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　 222,559千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　10円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成22年９月16日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月10日

株式会社ス ペ ー ス

　取　締　役　会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    吉    村    孝    郎    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐 々 田    博    信    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社スペースの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの第38期事業年度の第２四半期会計期間(平成

21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年１月１日から平成21年６月30日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社スペースの平成21年６月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月６日

株式会社ス ペ ー ス

　取　締　役　会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    吉　　村　　孝　　郎 　 ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐 々 田　　博　　信　  ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社スペースの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第39期事業年度の第２四半期会計期間(平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社スペースの平成22年６月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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